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豊田市 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 3月 1日

１．豊田市の概要 

①面積

918.32㎢ 

②人口

423,916人 

③児童数

73,681人 

④類型

大規模型 

豊田市の地理的位置 

豊田市では、豊田市役所内の２階を「子

ども部」として母子手帳の交付から子育

て相談対応、保育支援、放課後児童クラ

ブや家庭教育に関係することまでを一

つのフロアで行っている。 

←豊田市役所内 2F「子ども家庭課」

フロアマップ



＜拠点内の設備＞ 

←プライバシーに配慮した相談室。子ども家庭課の

窓口のすぐ横にあり、気軽に相談をすることができ

るようになっている。 

窓口の目の前には幼児

スペース幼児スペース

も確保されている。 



←↑情報の提供も多く行っている。「豊田市

子育て応援ハンドブック[図 1]」や「と

よた急病・子育てコール 24～育救さんコ

ール～[図 2]」などはホームページにも

掲載されており、いつでも見ることがで

きる。 

←子どもの急な熱や怪我の時に相談対応

を行ってくれるコールセンター。医療機

関に関する相談対応だけでなく、子育て

相談も受け付けている。 

また豊田市ではコールセンターをより多

くの市民に活用してもらうための取り組

みとして、市内の小学 1年生～中学 3年生

を対象にポスター作品の募集を今年の夏

休みに行った。最優秀賞作品を啓発ポスタ

ーのデザインにし、医療機関、小中学校、

こども園・幼稚園、支所等市内約 890施設

に配布する予定である。 

[図 1] 

[図 2] 



＜愛知県内の児童相談所＞ ※児童…18歳未満 



＜豊田市家庭児童相談室の児童虐待相談の概要＞ 

１ 児童虐待通告の現状 
◎家庭児童相談室（子ども家庭課内）での児童虐待相談件数

年  度 身体的 ネグレクト 性的 心理的 合計 
市から児相への
送致件数 

平成２６年度 ５５ １８ ６ ２７ １０６ １６ 
平成２７年度 ６０ ７ ３ １５ ８５ １２ 
平成２８年度 １０１ １７ ０ ３８ １５６ １９ 
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◎家庭児童相談室相談件数
年 度 養護相談 保健相談 障がい相談 非行相談 育成相談 そ の 他 計 

平成２６年度 ２０１ ０ ２ ０ １ ０ ２０４ 
平成２７年度 １８８ ０ ０ ０ １４ ０ ２０２ 
平成２８年度 ２８８ ０ １ ０ ８ ３ ３００ 

年齢別 

相談受付経路別 



2．現在の課題点 

 現在のところ、豊田市の児童数は減少傾向にあるが、虐待の件数は僅かではあるが増加傾

向にある。[上記「豊田市家庭児童相談室の児童虐待相談の概要」] 

豊田市では子ども家庭支援員など資格を有する人員の確保はできているが、非常勤職員

がその多くを占めている。そのため、異動がなく長期的に専門性を活かした現場での支援が

可能である。しかし、夜間に何か問題が発生してしまうと、普段あまり対応に当たっていな

い職員が対応することになり、上手く対応できない状態になる可能性もある。また、非常勤

職員は安定した職を求めて正規採用という形で他市へ転職してしまうという事も起きてい

る状態にある。豊田市では、そうした事態になっても人員の補充は行うが、引継ぎが上手く

いかなかったり、培ったノウハウが組織的に集約できないといった問題が懸念されている。 

3．今後の方針 

 豊田市では法人税の改正により、経済的優位性は以前と比べてなくなっている状況であ

る。そのため、子育て支援に関する業務は、今現在の豊田市の虐待などに関する状態が比較

的落ち着ていることもあり、現状の維持が精一杯であると考えられる。しかし、今後は子ど

も家庭総合支援拠点に関する国からの補助金を受けつつ子どもの貧困なども視野に入れな

がら保健部門とも連携しながら少しづつ拡大していくことも検討されている。 

ヒアリング調査報告

鈴木秀洋 

井上玲亜 

木森麻紀 



船橋市 ヒアリング調査報告 

１．船橋市の概要 

① 面積

85.62㎢

② 人口

632,341人

（平成 29年 4月現在） 

③ 児童数

101,024人

（平成 29年 4月現在） 

④ 類型

大規模型

⑤ 人員配置

・子ども家庭支援員の常時人員：5 名  （内訳：保健師 3 名 社会福祉士 1 名 保育士 1

名） 

・心理担当支援員の常時人員：2名  （内訳：保健師 1名 臨床発達心理士 1名）

・虐待対応専門員の常時人員：11名

（内訳：保健師 1名 社会福祉士 3名 教員 5名 幼稚園教諭 2名）

・事務処理対応職員の人員：2名

２．船橋市の特徴 

 児童人口は横ばいであるが、相談件数は増加傾向にあり、継続して支援するケースも

年々増えている状況にある。 

船橋市ホームページより 

ヒアリング実施日：2018年 3月 13日



３．船橋市健康福祉局子ども関係組織体制図 
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４．船橋市における虐待件数 

 船橋市における虐待件数は年々増加傾向にある。顕著にみられたのは 25 年度から 26 年

度にかけて大きく増加している。又、28 年度実績では、虐待者としてあげられる者は主に

実母となっており、虐待総件数の 63％を占める。一方、実父の割合は 32％となっており、

実母の約 2分の 1となっている。 

特に船橋市が全国の状況と違った特徴を示していることはない。 

（１）相談件数

虐待相談

その他
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（２）平成28年度の虐待相談の内訳　（※１）
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５．支援拠点設置にあたって 

（1） 支援拠点の明確化

平成 29年 4月より、家庭児童相談室において支援拠点機能を実施しており、事業所

事務分掌規則に家庭児童相談室の機能として「支援拠点」と明記し、位置付ける。

（2） 人材育成について

ア、保健（母子保健）、福祉、教育等の関係部署の経験のある職員の配置

イ、職員研修の積極的な参加等
家庭児童相談室の職員の専門性の向上を図るため、千葉県が行う各研修に積極的に参
加している。 
また、庁内の研修として、母子保健担当部署や子育て支援担当部署（児童館、放課後児
童クラブ等）の職員に対して、家庭児童相談室の職員が講師となって相談対応のあり方
などの研修を行っている。 

【放課後児童クラブ職員向け研修】 



６．拠点設置での今後の他機関との連携 

船橋市では、従前から虐待相談対応の強化を図っており、その中で担当する部署（家庭児
童相談室）の体制整備、取組内容の拡充を行ってきたところであり、ケースワーク上の必要
から既に要件を満たす体制を構築していた。 
他方で、他の関係関連機関に対し、虐待相談等を含めた対応のあり方や、虐待の理解、迅

速な情報提供、あるいは連携した対応をするためにはどうすべきかなど、その具体策を模索
してきた。 
平成２９年度の取組みとして、母子保健を担当する部署の保健師を対象として、子どもの

保護者への具体的な言葉かけや、家庭への介入の仕方など自ら蓄積してきた具体的対応や
心構えなど家庭児童相談室がもつスキルを伝える研修を行った。虐待通告について理解を
深めてもらうことで、母子保健担当から家庭児童相談室へ繋ぐ（通告）ことの必要性の判断
など、母子保健担当から円滑に切れ目なく連携できる体制の整備に努めているところであ
る。 
連携という観点からは、他の様々な機関との繋ぎが必要となる。 
虐待対応として児童の一時保護の可能性など、児童相談所での対応が必要と考えられる

ケースは、家庭児童相談室から児童相談所へ送致を行う。また、家庭環境が落ち着き地域で
の支援を中心に行っていく状況になれば、逆に児童相談所から家庭児童相談室にケースが
送致される。その他、母子保健担当や保育所、学校など関係機関からの情報収集や見守りの
依頼など、必要に応じて連携を図る。このように多機関が手を携えて役割分担を行い、状況
に応じてその役割分担を変更し、臨機応変に対応していくかなど、時系列で連携の形態を見
直すことも重要となってくる。
個別ケース検討会議を活用し、お互いがもっている情報を開示し共有することが連携を

とるためには、何より重要である。お互いのもつ情報や、アセスメントの内容を交換し合う
ことが大切であり、それを重ねることでお互いが果たすことのできる役割を理解できるよ
うになる。 



７．今後の方針 

虐待件数は増加傾向にあり、さらなる体制強化について検討している。 

（1） 児童相談所の設置検討

児童相談所の設置については、現市長が公約として掲げ、設置に向けた検討を行っ

ている。平成２８年の児童福祉法改正により、中核市の設置促進にかかる国や県の

支援、児童相談所の制度見直しに関する議論が行われている状況であり、これらの

動向を見据えた上で、さらに検討を進める予定。

（2） 拠点としての体制強化

平成２７年度から県の児童相談所へ職員派遣をしているほか、平成２９年度から児

童相談所 OBを家庭児童相談室のスーパーバイザーとして配置している。また、今後

は心理職の増員配置を検討している。

８．全体の感想 

①拠点整備には事務担当（補助金申請等含む。）と現場の相談・ソーシャルワーク担当部

門との役割分担と連携が不可欠であるが、それがうまく行っているのが強みである。 

②拠点の中核を担う子ども部門が、保健部門（母子保健担当）に対して積極的に研修を持

ち掛けており、これは特筆すべき連携のモデルである。子ども部門(家庭児童相談室)と保健

部門（母子保健担当）では、意見が異なることも多いが、互いの専門的見立ての手法などを

理解することで連携は進むと考える。 

③保健部門（母子保健担当）出身の保健師が子ども部門(家庭児童相談室)の拠点のトップ

となっていることも拠点としての機能設置の初期及び継続においてモデル的な組織運営と

いえよう。 



９．支援拠点の概要（写真） 

写真 1 船橋市保健福祉センター 

写真 2 家庭児童相談所 

船橋市保健福祉センター内の 3階に設置。 
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写真 3 プレイルーム    写真 4 プレイルーム内 

プレイルームと家庭児童相談所が直接つながっており、行き来できる設計となってい

た。 

写真 5 相談室   写真 6 相談室内 

相談室は船橋市保健福祉センターの 2階に設置。写真 5の相談室の左隣りにも相談室

があり、写真 5の相談室とその左隣の相談室との間にはマジックミラーが設置されてい

た。 



ヒアリング調査報告

鈴木秀洋 

金井啓起 

井上玲亜 
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